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Ⅰ．ＦＹ２６ 貸借対照表の概要 １／４
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・機構の財政状態を明らかにするために、資産、負債及び純資産を示すもの

・資産＝負債＋純資産 負債と純資産を財源として資産を調達したことを示す

＊各年度末におけるJAXAの財産の状態を示すもの （単位：億円）

２５年度末 ２６年度末 増減 ２５年度末 ２６年度末 増減

（資産の部） （負債の部）

流動資産 1,851 2,109 259 流動負債 1,302 1,385 83

うち 現金及び預金 524 631 106 うち 運営費交付金債務 52 194 141

うち 未成受託業務支出金 732 567 △ 164 うち 未払金 493 554 61

うち 貯蔵品 305 343 38 うち 前受金 733 578 △ 155

うち 前払金 277 449 172 固定負債 2,596 2,755 159

固定資産 4,435 4,134 △ 301 うち 資産見返負債 2,354 2,287 △ 67

有形固定資産 4,379 4,086 △ 292 うち ＩＳＳ未履行債務 221 448 227

うち 建物 492 478 △ 13 3,898 4,140 242

うち 機械装置 207 187 △ 20

うち 航空機 23 18 △ 4 （純資産の部）

うち 人工衛星 1,462 1,598 136 資本金 5,443 5,443 0

うち 土地 784 784 0 資本剰余金 △ 2,886 △ 3,077 △ 190

うち 建設仮勘定 1,223 835 △ 388 うち 損益外減価償却累計額 △ 2,561 △ 2,814 △ 253

無形固定資産 49 41 △ 7 繰越欠損金 169 263 △ 94

投資その他の資産 7 6 △ 2 うち 当期総損失 118 94 24

2,388 2,103 △ 285

6,286 6,243 △ 43 6,286 6,243 △ 43

区　　　　　分 区　　　　　分

負債合計

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計



Ⅰ．ＦＹ２６ 貸借対照表の概要 ２／４
人工衛星に関する会計処理 （人工衛星全体の内訳は後述）
平成２６年度に財務処理が大きく変動した人工衛星は以下のとおり。
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4

人工衛星の内訳
・人工衛星の詳細設計以降の設計費、ＥＭ以降の製作費及び試験費、予備費
・ロケットの製作費、予備品、打上げに要する直接経費、打上保険料

Ⅰ ．ＦＹ２６ 貸借対照表の概要 ３／４



５

航空機の内訳 ・飛行機 ・ 航空機その他

Ⅰ ．ＦＹ２６ 貸借対照表の概要 ４／４

きぼう実験棟 セスナ式 JA68CE
回転翼航空機 JA21RH

［ 人工衛星 ］ ［ 航空機 ］

小惑星探査機
（はやぶさ２）

名　　　　　　　　　　　称 取得(承継)価格 耐用年数 帳簿価格

飛行機　ドルニエ式　ＪＡ８８５８ H15.10.1 承継時資産 83百万円 2 2円

次世代運航システム（ＤＲＥＡＭＳ）技術実証用航空機 H19.9.28 114百万円 5 1円

飛行機　セスナ式　ＪＡ６８ＣＥ H24.3.1 2,137百万円 8 1,313百万円

回転翼航空機　川崎式　ＪＡ２１ＲＨ H25.11.1 742百万円 5 532百万円

合　　　　　　　計 3,076百万円 1,845百万円

取得年月日

FY27売却



Ⅱ．ＦＹ２６ 損益計算書の概要 １／２
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・損益計算書とは、当該事業年度におけるＪＡＸＡの業務運営の状況を示すもの

・独立行政法人は損益が均衡するのが原則だが、ＪＡＸＡはいくつかの要因で均衡しない（後述）

＊当該事業年度におけるJAXAの業務運営の状況を示す。 （単位：億円）

２５年 度 ２６年 度 

経常費用 2,072 2,293 221

業務費 1,740 1,609 △ 131 事業の繰越に伴う業務費の減によるもの

受託費 272 623 351 受託事業完了に伴う費用の増

一般管理費 59 60 1

その他 1 1 0

経常収益 1,979 2,199 220

運営費交付金収益 717 719 2

受託収入 214 581 366 受託事業完了に伴う収入の増

財産賃貸等収入 3 1 △ 2

補助金等収益 402 411 10

施　設　費　収　益 6 4 △ 2

資産見返負債戻入 631 476 △ 155 減価償却費減の見合

その他 5 7 2

経常損失 93 94 1

臨時損失 25 1 △ 24 国庫納付金の納付額等の減

臨時利益 0.5 0.9 0

税引前当期純損失 118 94 24

法人税、住民税及び事業税 0.2 0.3 0

当期純損失 118 94 24

当期総損失 118 94 24

区　　　　　分 増　　　減 増　減　内　訳　等
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［当期損益、繰越損益の分析］
・独立行政法人の損益は原則として均衡する仕組みとなっている
・JAXAは年度により損益が大きく変動するが、業務の失敗や経営の失敗によるものではなく、収益と費用の計上年度
が異なることによる会計上の損益が大部分を占める。（下表参照）

Ⅱ ．ＦＹ２６ 損益計算書の概要 ２／２

（単位 ： 億円）

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度
１．キャッシュ・フローを伴わない損益

他の要因 （１）承継資産（流動資産等）から生じるもの　←累積していく △ 359 △ 9 △ 47 △ 14 △ 5 △ 1 △ 12 △ 1

58 △ 10 △ 37 △ 7 △ 3 105 △ 62 △ 27
（３）補助金等に係る費用収益の時期ずれによるもの 453 206 △ 199 △ 151 △ 24 0 39 △ 24
（４）受託収入で取得した固定資産等 9 △ 1 10 △ 1 0 111 △ 59 △ 43
（５）自己収入で取得した固定資産等 5.2 0.1 △ 0.3 0.0 0.6 1.8 △ 0.5 △ 0.2
（６）リース資産から生じるもの △ 0.4 △ 0.4 △ 0.6 △ 0.3 0.1 0.5 0.7 △ 0.6

小計 166 186 △ 274 △ 174 △ 32 217 △ 94 △ 95
２．キャッシュ・フローを伴う損益

（１）運営費交付金債務の精算に伴う収益化によるもの 0.02 - - - - 0.03 △ 0.03 -
（２）三菱過大請求事案によるもの - - - - - 24 △ 24 -
（３）その他 3 1 1 0 1 △ 1 0 1

小計 3 1 1 0 1 23 △ 24 1
合計 168 187 △ 273 △ 174 △ 31 240 △ 118 △ 94

第３期中計
損益の内訳 第１期中計

第２期中計

期ずれに
よる損益
要因

（２）運営費交付金債務の中期最終年度の精算に伴う収益化
と、翌中期からの費用化によるもの

期ずれに
よる損益
要因



Ⅵ．キャッシュ・フローの概要
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期首資金残高 ５２４

普通預金等 ５２４

●業務活動キャッシュ・フロー

［通常の業務活動による収入支出］

（支 出） △ １，５１４

業務、受託人件費 △ ２２４

業務、受託その他経費 △ １，２８１

その他 △ ９

（収 入） １，９８７

運営費交付金収入 １，１４０

受託収入 ３１６

補助金収入 ５１５

その他 １６

業務活動キャッシュ・フロー ４７３

●投資活動キャッシュ・フロー

［固定資産の取得・売却、定期預金
など投資活動にかかる収入支出］

（支 出） △ ２，５０７

定期預金の預け入れ △ ２，０５０

資産の取得等 △ ４５７

（収 入） ２，１４８

定期預金の払い戻し ２，０５０

施設費収入等 ９８

投資活動キャッシュ・フロー △ ３５９

●財務活動キャッシュ・フロー

（支 出）

リース債務の返済 等 △ ８

（収 入）

－

財務活動キャッシュ・フロー △ ８

期末資金残高 ６３１

普通預金等 ６３１

＝524＋（473－359－8） ＝ 524＋106

（単位：億円）FY25の貸借対照表の
「現金及び預金」に一致

Ⅲ．ＦＹ２６ キャッシュ・フロー計算書
・一会計期間におけるキャッシュフロー（資金収支）の状況を一定の活動区分ごとに表示するもの。

・業務活動、投資活動、財務活動の三つの区分がある

FY
26
の
収
入
支
出
等

●資金に係る換算差額

外貨建てを円換算した場合の差額 ０

（△０．８百万円)

資金に係る換算差額 ０

FY26の貸借対照表の
「現金及び預金」に一致



（単位：百万円）

損益計算書に含まれないが、
国民負担とみなす費用

II 損益外減価償却相当額等 27,081

III 引当外賞与見積額 8

IV 引当外退職給付増加額見積額 △1,539

Ｖ 機会費用

①政府出資等 981

②無償又は減額された使用料 315

VI 法人税等及び国庫納付額 △25

合計（行政コスト） 197,098

Ｉ  業務費用　＝　費用　－　自己収入
経常費用 229,291
臨時損失 91
法人税等 25

運営費交付金収益 71,853 -

受託収入 58,065 58,065
財産賃貸等収入 98 98
補助金等収入 41,134 -
施設費収益 401 -
寄附金収益 17 17
資産見返負債戻入 47,617 371
財務収益（受取利息、為替差益 35 35
その他 671 532
固定資産売却益 1 1
資産見返運営費交付金等戻入 73 -
資産見返補助金等戻入 0 -
資産見返寄附金戻入 12 12

資産見返物品受贈額戻入 0 -

229,408

損
益
計
算
書

（単位：百万円）

費
用

国民負担でないとして
控除する自己収入等

59,131

臨
時
利
益

経
常
収
益

170,276
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Ⅶ．行政サービス実施コスト計算書の概要
・独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストを表示するもの

・損益計算書の費用から国民負担でないものを除き、損益計算書に含まれないが国民負担とみなすものを加算する。

＊）機会費用とは：政府が、独法に無償or低価で使用させている資産を、市場において運用すれば得られたであろう利益の金額をいう。

• 具体的には、「①政府等出資、②国等の資産の無償又は減額による使用、③無利子又は低利の融資」によるメリットの額を計算する。

Ⅵ．ＦＹ２６ 行政サービス実施コスト計算書



Ⅴ．財務諸表注記事項［当期の主な記載事項抜粋］

１．ＪＥＭ関連オフセットにおける会計処理 [注記事項] Ⅱ．会計上の見積りの変更

宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）による物資輸送と共通システム運用経費の分担等の交換取引（ＣＳＯＣ等オ
フセット）が平成２７年１２月に終了することに伴い、見積条件を再確認した。

その結果、２６年度において、役務提供量に係る、より合理的な見積りが可能となったこと、ＮＡＳＡ及びＪＡＸ
Ａ役務提供量の変動（物資輸送量１１．６４５ｔ⇒９．１７２ｔ）により、期間配分額が変更になったことから、その
条件に基づき、ＩＳＳ分担等経費及びＩＳＳ未履行債務を算出した。
算出内容は、会計上の見積りの変更として注記した。

２．厚生年金基金の代行部分返上 [注記事項] Ⅳ．重要な後発事象

ＪＡＸＡが加入する科学技術厚生年金基金においては、平成２７年４月１日付で厚生労働大臣から厚生年金
基金の将来期間の代行部分に係る支給義務の停止の認可を受けた。
当該認可に伴う過去勤務債務※の見込額425百万円について、開示後発事象として注記を行った。
※当該認可の直前の代行部分に係る退職給付債務と将来分支給義務の停止の認可を反映した退職給付債務との差額
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Ⅵ．ＦＹ２６ 損失の処理に関する書類（案）
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・「利益の処理に関する書類（案）」又は「損失の処理に関する書類（案）」は、独立行政法人の年度末の利益or損失
の取扱いを主務大臣に提案するもの。

・中期計画最終年度に積立金がある場合、繰越or国庫納付の大臣承認が必要であるが、第２期中期計画最終年度
であったFY24は累損がでているので次期繰越欠損金となった。

（単位：億円）

FY21 FY22 FY23 FY24 FY25 FY26
　Ⅰ当期未処理損失 (a)＋(b) △ 86 △ 260 △ 291 △ 51 △ 169 △ 263
　　  当期総利益／損失　(a) △ 273 △ 174 △ 31 240 △ 118 △ 94
　　  前期繰越利益／欠損金　(b) 187 △ 86 △ 260 △ 291 △ 51 △ 169

　ＩＩ　次期繰越利益／欠損金 △ 86 △ 260 △ 291 △ 51 △ 169 △ 263

第２期中期 第３期中期



Ⅶ．ＦＹ２６ 決算報告書の概要 １／２
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【決算報告書】

・機構の一切の収入及び支出の実績（収入決定額及び支出決定額）を示すもの

・予算額はFY26年度計画予算、決算額は前年度繰越分を含む、FY26歳出化分を示す

・なお、下表は予算額と決算額との対比の明確化のため、予算額に前年度繰越額を加算し、予算現額としている

（収 入）

(注1)下段のカッコ書きは、補正予算（ロケット信頼性の維持・向上）による追加分であり、上段の内数であります。



Ⅶ ．ＦＹ２６ 決算報告書の概要 ２／２
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（支 出）

(注1)下段のカッコ書きは、補正予算（ロケット信頼性の維持・向上）による追加分であり、上段の内数であります。




